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第１号様式 

 

令和  年  月  日 

 

小松商工会議所 

会頭 西 正次 様 

 

＜申 請 者＞ 

郵 便 番 号 〒 

住 所 ・ 所 在 地  

会 社 名 

代表者(職)・氏名 

 

○印 

＜事業を営む場所＞ ※申請者と異なる場合に記入 

郵 便 番 号 〒 

住 所 ・ 所 在 地  

事 業 所 名 

代表者(職)・氏名 

 

○印 

 

 

新分野チャレンジ緊急支援費補助金交付申請書 

 

新分野チャレンジ緊急支援費補助金について、以下のとおり交付を申請します。 

 

１ 連絡先・書類送付先 

担 当 者 氏 名                               

電 話 番 号 
（電話番号） 

（携帯電話）                         

メールアドレス  

交付決定通知等

の書類送付先 

住 所：〒   

 

氏 名： 

【注意】申請者と異なる住所に書類送付を希望される場合は，ご記入ください。 

申請者と同じ住所に送付を希望される場合は，「同上」としてください。 

記入いただいた情報は本補助金に関する業務にのみ使用します。 

 

 
受付欄（記入不要） 
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２ 事業者の概要 

業    種 □製造業その他 □卸売業 □小売業 □サービス業 

資  本  金 円 

従 業 員 数 

( 組 合 員 数 ) 

人(社) 

（中小企業等で構成する団体等のみ記載） 

うち市内に事業所等を設けている会員等の数     人(社) 

  【注意】「資本金」の項目は、個人事業主及び中小企業を構成員とする団体等は記入不

要です。 

 

３ 添付書類（すべての項目に☑が必要です。） 

□ 役員等名簿（第２号様式） 

□ 各経費の見積書、領収書、ホームページやカタログ等を添付 

□ 営業活動を行っていることがわかる書類 

（法人の場合）次のいずれかの書類 

前年の確定申告書（別表一）の写し、履歴事項全部証明書（申請日より３ヶ月

以内に発行されたもの） 

  （個人事業主の場合）次のいずれかの書類の写し 

前年の確定申告書（第一表）、開業届 

    （組合等の団体の場合）次のいずれかの書類の写し 

     団体の規約、各構成員の確定申告書（別表一または第一表） 

 

４ 事業実施(予定)期間 

  令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

【注意】令和２年４月２１日から令和２年１２月３１日までの期間を記入してください。 

令和２年４月２０日以前や令和２年１２月３１日を超える期間の事業は申請で

きません。 

 

５ 補助対象取組（事業）の内容等 

補 助 を 希 望 

す る 事 業 

（実施する（実施した）事業の詳細な内容を記載してください。） 
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６ 成果の目標 

 ①事業を継続する上での課題 

（事業を継続する上での課題を記載してください。） 

 

 

 ②補助対象事業（取組）を行うことによる効果・今後の目標 

 

 

 

 

 ③補助対象取組（事業）による売上目標 

現状 将来 

直近１年間の平均売上 取組実施による売上目標 

円／月 円／月 

 

７ 事業経費                           （単位：円） 

支出(予定)日 項 目 支出先(予定) 金額(税抜) 

    

合  計 
(Ａ)     

円 

【注意】各経費の見積書、領収書、ホームページやカタログ等を添付（いずれも写し可） 

金額は必ず税抜きで記載してください。（内税のものは再計算して記入。） 

     （Ａ）は５万円以上である必要があります。 

 

８ 補助申請額 
 

事業に要する経費（７ 事業経費の（Ａ））に４／５

をかけて算出される額と５０万円のいずれか低い額 

(補助申請額)※千円未満切り捨て 

 

           円 
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以下のとおり申告します。 

（該当する部分に☑してください。全ての項目に☑がある方のみが申請可能です。） 

 

□ 大企業（みなし大企業を含む。）ではありません。 

 

□ 石川県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団または同条第３号に規定する暴

力団員に該当せず、かつ、将来にわたっても該当しません。 

 

□ 営業に関して必要な許認可等を取得しています。 

 

□ 併給禁止の条件のある他の補助金を受給していません。 

 

□ 石川県の休業要請対象事業者に該当しない者又は石川県の休業要請対象事業者に該当

し要請等に応じて休業等の対応を実施した者です。 

 

□ 補助金交付申請書の記載事項及び関係書類の内容確認に求められた根拠資料を提出し

ない場合又は記載事項が虚偽であった場合は、補助金を一括返還します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自署で記入の上、押印） 

 

 

会社名・団体名                           

 

 

代表者(職)・氏名                        ○印 

        


